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研究成果の概要（和文）：

本研究は、国境を越える貿易、投資、人間や情報の移動の劇的な増大、すなわちグローバル化
が、どのような国内政治的反応を生み出しているのかを一般市民意識の分析と政治・経済アク
ター（政治家、企業、利益団体）の態度及び行動の分析を組み合わせて解明することを試み、
一般市民や政治アクター、経済アクターのグローバル化への態度を規定する要因を明らかにし
た。
研究成果の概要（英文）：

This research tries to explore how domestic political reactions are fostered to the

increasing economic and financial globalization focusing on general public and the

political and economic actors, and finds several factors influencing their attitudes

toward globalization.
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総 計 32,800,000 9,840,000 42,640,000
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１．研究開始当初の背景
国境を越える貿易、投資、人間や情報の移

動の劇的な増大、すなわちグローバル化の急
速な進展はそれへの期待や反発を世界各地
で引き起こしている。しかしながら、グロー
バル化に対して生じている政治的な動きに
ついての実証的な分析は充分になされてこ
なかった。
２．研究の目的

本研究は、国境を越える貿易、投資、人間
や情報の移動の劇的な増大、すなわちグロー
バル化が、どのような国内政治的反応を生み
出しているのかを一般市民意識の分析と政
治・経済アクター（政治家、企業、利益団体）
の態度及び行動の分析を組み合わせること
で体系的、総合的に解明することを目指した。

これまで、このような国際環境の変化と政
策決定の関わりについては、官僚、政治家、

機関番号：３２６８９

研究種目：基盤研究（A）

研究期間：2008～2011

課題番号：20243009

研究課題名（和文） グローバル化と国内政治：世論調査と政策アクター分析を用いた総合的

実証研究

研究課題名（英文） Globalization and Domestic Politics: A Comprehensive Analysis

based on Survey Research on Citizens and Policy Actors

研究代表者

久米 郁男（ KUME IKUO ）

早稲田大学・政治経済学術院・教授

研究者番号：30195523



利益集団等の政治アクター間の相互作用に
注目した事例研究の蓄積が行われてきた。し
かし、国際環境の変化に対する一般市民（有
権者）の意識や政策選好の形成を体系的に分
析し、政治アクターの行動との相互作用を分
析する調査・研究はこれまで日本においては
ほとんどなされてこなかった。米国における
先行研究も、政治家と利益団体を巡る政治過
程を中心に事例研究の蓄積がなされ、世論調
査を用いた一般市民のグローバル化への態
度に関する研究が出版され始めたのは最近
のことである。エリートレベルの政策決定分
析はなされてきたが、それを一般市民意識レ
ベルの分析と接合する試みがなされてこな
かった。本研究は、この欠落を埋めてグロー
バル化の政治的帰結の総合的分析を目指し
た。
３．研究の方法
本研究ではサーベイリサーチと実験を組み
合わせたサーベイ・エクスペリメントの手法
を用いるとともに、政治家へのエリートサー
ベイと従来の世論調査が依拠してきたマス
サーベイを組み合わせて、一般市民と政治エ
リートの相互作用を解明するなど政治学の
世界で用いられ始めている先端的な手法を
積極的に用いた。対象別の研究方法は具体的
には以下の通りである。

（１）一般市民
① 2008 年 12 月に消費者・生産者アイデン
ティティー刺激をビジュアル形式で（写真参
照）与える実験を組み込んだネットサーベイ
実験調査を行い、一般市民のグローバル化に
対する態度及び態度形成メカニズムの分析
をし、生産者としての態度形成と消費者とし
ての態度形成の違いの解明を試みた。

② 2012 年 1 月に、グローバル化がもたら
す負の影響に対して政府が補償するべきか
どうかに関する政策選好を、自然災害の場合、
一般的な場合と比較対照し、どのような属性
を持つ人々が積極的な政策選好を持つかの
解明を行うために、ネットサーベイ実験調査
を行った。

（２）政治家
① 2009 年 5 月から 7 月の期間、衆議院議
員全員に対してグローバル化に関するサー
ベイ実験調査を行った。この調査は、農産物
の輸入自由化に対して、「農家の雇用・所得
保障」と「食の安全問題」という 2 つの異な
る文脈で質問した場合に国会議員の態度が
どのように変わるかを調べる実験デザイン

を組み込んでおり、119 名の回答を得てデー
タ化した。

②政権交代後の 2009 年 11 月から 12 月にか
けて、読売新聞と共同してすべての国会議員
に、衆議院選挙におけるマニフェストで争点
化した政策課題とグローバル化への態度に
ついて問うアンケート調査を行い衆議院議
員 282名、参議院議員 92名から回答を得て、
データ化した。

③政権交代前の与党議員の政治活動の実態
を解明するために政権交代後の 2009年 12月
から中央調査社に委託をして政権交代直前
に与党議員であった方達にインテンシブな
政治活動実態調査を行った。回答者数は 104
名である。この政治活動の態様と上記①にお
ける当時の与党議員のグローバル化への態
度との間の関係につき分析を行った。

（３）選挙区民の政策選好と議員の政策選好
の関連性分析
構築した議員データと選挙民の選好との関
連を分析するために、上記アンケート調査で
回答を得た国会議員 100 名につき、当該議員
選出選挙区民の意識調査を行い、選挙区民と
被選出国会議員のグローバル化及びそれ以
外の政策選好につき関連性データを作成し
た。

（４）企業調査
2011 年 2 月に、帝国データバンクに委託を
して 2188 社から各企業のグローバル化への
対応状況などに関するサーベイ調査を行い、
各企業の業績データと接合しデータ化を行
った。

（５）労働組合調査
『日本労働年鑑』および『全国各種団体名鑑
2011』に記載されている労働組合に対して、
TPP およびグローバル化一般に対する態度
及びそれへの対応につきて郵送調査を行い
77 団体から得た回答をデータ化した。

４．研究成果
調査対象別の分析結果の概要を述べた上

で、それらデータを重層的に分析した結果に
ついて記す。

（１）一般市民
①一般市民のグローバル化への態度が、彼/
彼女らが消費者としてその問題を考える場
合と生産者として考える場合に異なる形成
のされ方をすることや、雇用不安を抱える一
般市民の間において農産物の自由化に対し
て反対する態度が生じている一方、消費者意
識は不安定な雇用条件にある人たちの間で



むしろ自由貿易への指示を高めることなど
が明らかにされた（ものの輸入に対する賛否
に関する刺激効果を示す下グラフ参照）。

② 2012年 1月に約 3800人の一般有権者を
対象に行ったサーベイ実験では、貿易の自由
化によって被った負の影響に対して政府が
どの程度補償を行うべきかに関する態度が
どのような要因によって決まるのか、また、
そのような補償への態度は自然災害による
被害の場合や、より一般的な損失の場合とど
のように異なるか、さらには補償対象が農業
の場合、製造業の場合での違い等を実験調査
を組み込んでの解明を試みた。そこでは、回
答者の個人属性に加えて、政治的､経済的知
識や認知がその態度形成に重要な影響を及
ぼすという一次分析結果を得た。また、政府
の影響力が大きいと考えているひとほど
（TPP でも自然災害でも）税金を使って補償
すべきだと思っており、これは影響を被るア
クターが農業でも製造業でもかわらず、
Blame attribution と補償への要求は強く関
わっていることが確認できた。

（２）国会議員
本研究において実施した国会議員調査で

は、一般市民より国会議員の方がグローバル
化に対して概してより支持的であると同時
に、グローバル化が格差を生むとの認識には
両者に差はないことが確認できた。グローバ
ル化の「弊害」を意識しつつも、それに対
して肯定的であることは興味深いと同時に、
政治家が保護主義を防ぐ役割を果たしてい
ることを示している可能性を示唆する結果
を得た。

また、グローバル化に関する質問とそれ
以外の政策争点についての回答を、多次元
尺度法を用いて分析し、各政党の議員が政
策地図の中でどのような位置を占めている
かを見たところ、議員の政策に対する選好
が二つの次元に整理できることが分かった。
第 1 の次元は、大きな政府を志向するか小
さな政府を志向するかのそれである。第 2
の次元は、安保・外交における「ハト派」
と「タカ派」の次元である。ここで興味深
いことは、この第 2 の次元は同時にグロー
バル化に慎重か積極的かの次元でもあった。
与野党対立軸は第 1 次元よりも、第 2 次元
において明瞭であった。

（３）企業・労働組合
２０１０年度末に行った約 2100 企業に対

するサーベイ調査データを用いて企業がど
のような形で TPPに対する態度を形成してい
るかを分析した。そこでは、資本集約率の高
い企業や対外取引のある企業で TPPに対する
支持が高いことが示された。同時に興味深い
点として、比較劣位産業や輸入産業において
も支持が高いことが示された。この点は、従
来の理論的予測に反する知見であった。

また、77 の労働組合に対する調査からも当
該労働組合の所属する産業特性により TPPへ
の態度に差異があることが確認された。

（４）アクター間分析
①政治家と一般選挙民が持つグローバル化
への政策選好の関係の解明

2009年 11月から12月に行った国会議員調
査で回答を得た 159 名の小選挙区選出衆議院
議員の政策選好とそれらの議員の選挙区民
各 100 名（総計 15900 名）に対する調査デー
タをリンクさせて、両者の関係の分析を行っ
た。そこでは、政治家と選挙区民の政策選好
一般には強い関連は見られない一方で、貿易
自由化に対する態度には有意な相関が見ら
れること、農産物の自由化について選挙区に
おける農業人口比や農業生産額などとの間
には有意な関係がないなど興味深い知見が
得られた。

②地方政治過程における企業のグローバル
化に対する選好形成
企業の自由貿易に対する選好は、それ自

身の属性（業種、輸出依存度等）よりも所
在地における農業の比重や所在自治体の示
す貿易自由化への態度、とりわけ TPP の負
の影響を公表する等の政策スタンスによっ
て強く影響されていることが示された。



（５）本研究の位置づけ及び今後の展開
本研究の成果については、国内のみなら

ず国際的な情報発信を意識して行ってきた。
グローバル化に対する国内政治の反応につ
いては、まさに現在の主要政治関心事であ
ると言うだけではなく、理論的にも国際政
治経済学と比較政治経済学が共通して関心
を持つテーマであり、一般有権者と政治経
済アクターとの相互作用に注目した研究方
法に基づく我々の報告は国際的な学会で大
きな反響を得た。

加えて、ビジュアル刺激を取り入れたサ
ーベイ実験手法については、連携研究者の
方法論的論文が国際ジャーナルにも発表さ
れるとともに、一般市民についてのサーベ
イ実験調査については、そのデータを分析
し た 論 文 を Social Science Research
Network にアップロードしたところ
Globalization 関連のセクションでのダウ
ンロード上位 10 位に入り、インド、ＥＵ，
等の研究者から共同調査の申し出があり、
国際比較にむけての重要な手がかりを得て
いる。
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